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１. 15年 3月期の業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 15年 3月 31日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期 231,205 △ 2.5 1,694 △ 8.7 1,474 △ 0.9
14年 3月期 237,148 △ 10.1 1,855 △ 53.9 1,488 △ 59.1

  
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

15年 3月期 659 52.2 7.03 - 3.8 1.0 0.6
14年 3月期 433 △ 59.5 4.61 - 2.5 0.9 0.6
(注)①期中平均株式数 15年 3月期 93,831,361 株 14年 3月期 93,838,962 株
     ②会計処理の方法の変更　　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

15年 3月期 2.50 - 2.50 234 35.6 1.4
14年 3月期 2.50 - 2.50 234 54.0 1.4

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 3月期 148,858 17,339 11.6 184.80
14年 3月期 145,106 17,303 11.9 184.39
（注）①期末発行済株式数 15年 3月期 93,825,920 株 14年 3月期 93,836,891 株

       ②期末自己株式数 15年 3月期 14,390 株 14年 3月期 3,419 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 118,000 1,080 400 0.00 - -
通   期 240,000 2,370 950 - 2.50 2.50
（参考）   １株当たり予想当期純利益(通期)   10円12銭

※上記の予想は発表日現在において入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後さまざまな
　 要因によって異なる結果となる可能性があります。
　 なお、上記予想に関する事項は、添付資料の５ページを参照して下さい。

当 期 純 利 益

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率株  主  資　本総  資  産

１株当たり年間配当金
当期純利益経常利益売上高

１株当たり年間配当金
配当性向



［ 流 動 資 産 ］

現 金 ・ 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

商 品

販 売 用 不 動 産

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

［ 固 定 資 産 ］

（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

器 具 備 品

土 地

（ 無 形 固 定 資 産 ）

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

（ 投 資 等 ）

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

固 定 化 営 業 債 権

差 入 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金

［ 繰 延 資 産 ］

社 債 発 行 費

資 産 合 計

111,521

1 9 , 6 1 4

4 4 , 9 4 0

3 4 , 8 7 1

1 , 9 9 3

7 , 9 2 8

9 8 4

2 9 5

1 , 1 2 3

5 5 1

4 8 0

△ 1 , 2 6 3

37,296

1 8 , 2 2 4

6 , 4 0 3

5 5 9

4 7

7

6 3

1 1 , 1 4 3

4 9 6

2 9 6

2 0 0

1 8 , 5 7 5

3 , 7 3 6

5 , 4 7 1

4 , 2 6 1

2 , 5 4 6

1 , 0 4 0

2 , 4 0 4

2 , 0 0 3

△ 2 , 8 8 9

40

4 0

148,858

107,235

1 5 , 4 2 9

4 4 , 0 7 0

3 4 , 2 7 2

2 , 8 1 9

7 , 7 5 1

9 9 1

1 7 9

1 , 0 5 0

6 1 0

1 , 0 3 1

△ 9 7 1

37,835

1 8 , 7 0 4

6 , 8 4 6

5 9 2

4 8

6

6 5

1 1 , 1 4 5

3 7 3

1 5 4

2 1 9

1 8 , 7 5 7

3 , 5 0 8

5 , 5 4 2

5 , 0 8 5

2 , 7 1 6

1 , 0 5 9

2 , 1 3 6

2 , 1 6 3

△ 3 , 4 5 5

35

3 5

145,106

4,286

4 , 1 8 5

8 7 0

5 9 9

△ 8 2 6

1 7 7

△ 7

1 1 6

7 3

△ 5 9

△ 5 5 1

△ 2 9 2

△ 539

△ 4 8 0

△ 4 4 3

△ 3 3

△ 1

1

△ 2

△ 2

1 2 3

1 4 2

△ 1 9

△ 1 8 2

2 2 8

△ 7 1

△ 8 2 4

△ 1 7 0

△ 1 9

2 6 8

△ 1 6 0

5 6 6

5

5

3,752

［ 流 動 負 債 ］

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年以内償還社債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

その他の流動負債

［ 固 定 負 債 ］

社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 引 当 金

その他の固定負債

負 債 合 計

［ 資 本 金 ］

［ 資 本 剰 余 金 ］

資 本 準 備 金

［ 利 益 剰 余 金 ］

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 分 利 益

（ 当 期 純 利 益 ）

［その他有価証券評価差額金］

［ 自 己 株 式 ］

資 本 合 計

負債及び資本合計

107,562

5 5 , 9 8 1

2 9 , 8 8 8

1 7 , 7 4 6

－

7 8 1

6 0 3

6 3 4

1 3 2

3 5

8 6 9

8 8 9

23,957

4 , 6 5 0

1 7 , 7 5 7

6 8 3

3 4 0

5 2 6

131,519

7,909

6,081

6 , 0 8 1

3,698

8 8 3

5 0 0

2 , 3 1 4

（ 6 5 9）

△ 347

△ 2

17,339

148,858

117,411

5 4 , 6 4 5

2 8 , 6 3 0

1 4 , 5 8 7

1 5 , 5 9 1

7 6 6

5 4 1

6 8 2

9 5

4 1

8 2 5

1 , 0 0 4

10,392

3 , 1 0 0

5 , 7 8 2

6 5 5

3 5 1

5 0 1

127,803

7,909

6,081

6 , 0 8 1

3,273

8 8 3

5 0 0

1 , 8 8 9

（ 4 3 3）

39

△ 0

17,303

145,106

△ 9,849

1 , 3 3 6

1 , 2 5 8

3 , 1 5 9

△ 1 5 , 5 9 1

1 5

6 2

△ 4 8

3 7

△ 6

4 4

△ 1 1 5

13,565

1 , 5 5 0

1 1 , 9 7 5

2 8

△ 1 1

2 5

3,716

－

－

－

425

－

－

4 2 5

（ 2 2 6）

△ 386

△ 2

36

3,752

0－ －023

（単位：百万円）

当　　期

15.3.31現在

前　　期

14.3.31現在

前期比増減

（△印減）

比 較 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

科　　目

負 債 及 び 資 本 の 部

当　　期

15.3.31現在

前　　期

14.3.31現在

前期比増減

（△印減）
科　　目



231,205

2 0 6 , 7 8 5

24,420

2 2 , 7 2 6

1,694

1 , 1 9 9

8 8 6

4 6

2 6 6

1 , 4 1 8

1 , 2 7 8

2 9

1 1 0

1,474

6 4 9

0

1 1 5

5 3 3

－

3 9 8

9

9 2

0

1 6 1

7 4

6 0

1,725

1 , 1 4 1

△ 7 5

659

1 , 6 5 4

2,314

100.0

8 9 . 4

10.6

9 . 8

0.7

0 . 5

0 . 6

0.6

0 . 3

0 . 2

0.7

0.3

237,148

2 1 2 , 6 0 7

24,541

2 2 , 6 8 6

1,855

1 , 2 1 5

8 7 3

4 4

2 9 7

1 , 5 8 2

1 , 4 0 7

1 7

1 5 6

1,488

3 9 0

2 7

1 0 5

－

2 5 8

6 6 4

8

4 0 3

4 7

－

2 0 5

－

1,215

1 , 2 2 0

△ 4 3 8

433

1 , 4 5 6

1,889

100.0

8 9 . 7

10.3

9 . 6

0.8

0 . 5

0 . 7

0.6

0 . 2

0 . 3

0.5

0.2

△ 5,943

△ 5 , 8 2 2

△ 121

4 0

△ 161

△ 1 6

△ 1 6 4

△ 14

2 5 9

△ 2 6 6

510

226

△ 2.5

△ 2 . 7

△ 0.5

0 . 2

△ 8.7

△ 1 . 3

△ 1 0 . 4

△ 0.9

6 6 . 4

△ 4 0 . 1

42.0

52.2

0－ －024

（単位：百万円）

比 較 損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

社 債 発 行 費 償 却

雑 損 失

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

年金過去勤務債務処理益

前 期 土 地 売 却 損 修 正

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

特 別 退 職 金

子 会 社 株 式 評 価 損

子 会 社 整 理 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期
自　平成14年040月010日
至　平成15年030月31日

期　　別

科　　目
金　　額 百分比（％）

前 期
自　平成13年040月010日
至　平成14年030月31日

金　　額 百分比（％） 金　　額 増減率（％）

増　減

（△印減）

増減率

（△印減）

経

常

損

益

の

部

特

別

損

益

の

部

営

業

損

益

営

業

外

損

益
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Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益

Ⅱ 利 益 処 分 額

1. 利 益 準 備 金

2. 配 当 金

3. 役 員 賞 与

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

合　　　　　　計

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益

2 , 3 1 4

（－）

2 3 4

（1株につき　2円5 0銭）

（－）

（－）

2 3 4

2 , 0 7 9

1 , 8 8 9

（－）

2 3 4

（1株につき　2円5 0銭）

（－）

（－）

2 3 4

1 , 6 5 4

当 　 期 （ 案 ）
自　平成14年040月010日
至　平成15年030月31日

期　　別

科　　目 金　　額

前 　 　 　 期
自　平成13年040月010日
至　平成14年030月31日

金　　額

利 益 処 分 案

（単位：百万円）
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注記事項

重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券 ……………償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式 …移動平均法による原価法
その他有価証券

時価のあるもの ………………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）
時価のないもの ………………移動平均法による原価法

（2）デリバティブ ………………………時価法

（3）たな卸資産の評価基準および評価方法
商　　　　品 ……………………先入先出法による原価法
販売用不動産 ……………………個別法による原価法

（4）固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 ……………………定率法を採用しております。

ただし、平成1 0年040月010日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額
法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　030年 ～50年

②無形固定資産 ……………………定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（050年）に基づき

定額法を採用しております。

（5）繰延資産の処理方法
社債発行費は、3年間で均等償却する方法によっております。

（6）引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

②賞与引当金
従業員に支給する賞与に充てるため、期末在職従業員に対し支払うべき未払賞与見積額を

計上しております。
③退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき計上しております。

なお、会計基準変更時差異については、10年による均等額を費用処理しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1 5年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することにしてお
ります。

また、執行役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、支給内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

④役員退職引当金
役員の退職による退職慰労金支給に備えるため、支給内規に基づく期末要支給額の5 0％を

計上しております。

（7）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（8）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（9）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
①自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

当期から、「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」(企業会計基準第1号)を
適用しております。

これによる当期の損益に与える影響はありません。
なお、財務諸表等規則の改正により、当期における貸借対照表の資本の部については、改

正後の財務諸表等規則により作成しております。なお、前期末についても改正後の表示区分
に組替えております。

②010株当たり情報
当期から「010株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準第020号)及び「1株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第040号)を適用してお
ります。

（追加情報）

（自己株式）
前期において資産の部に計上していた「自己株式」（流動資産 0 百万円）は、財務諸表等規則の

改正により当期末においては資本の部の末尾に表示しております。
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貸借対照表関係
1. 有形固定資産の減価償却累計額

2. 受取手形裏書譲渡高
輸出手形割引高

3. 担保に供している資産
現金
受取手形
たな卸資産
有形固定資産
投資有価証券
その他の投資等

対応する債務
短期借入金
長期借入金
固定負債「その他」（預り保証金）
社債発行に係る被保証額

4. 授権株式数
発行済株式数

5. 固定化営業債権
固定化営業債権とは、「破産債権、更生債権、
その他これらに準ずる債権」である。

6. 保証債務残高

7. 期末日満期手形処理
当期末日は金融機関の休日でありますが、満期日
に決済が行われたものとして処理しております。
当期末日満期手形は次のとおりであります。

受取手形
支払手形

損益計算書関係
1. 販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は、

次のとおりであります。
支払手数料
賃借・保管料
給料・賞与金
賞与引当金繰入額
貸倒引当金繰入額
退職給付費用
役員退職引当金繰入額
減価償却費
その他

2. 固定資産売却益の内容
土地等

3. 固定資産除売却損の内容
建物及び構築物
器具及び備品
土地等

8 , 4 1 5

1 8 6
－

4 1
2 5 , 3 1 5

7 3 9
1 1 , 3 2 6

2 8 5
1 5 5

1 5 , 1 8 0
6 , 7 9 0

4 1
4 , 6 5 0

2 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0株
9 3 , 8 4 0 , 3 1 0株

4 , 5 4 7

－
－

1 , 6 9 4
3 , 4 6 3
6 , 6 0 2

8 6 9
7 0 4

1 , 1 9 1
2 7

6 3 6
7 , 5 3 6

0

8
0
1

7 , 9 3 0

4 0 3
8 4

4 1
2 6 , 3 3 5

7 4 0
1 1 , 5 7 0

3 6 2
1 5 5

1 2 , 9 9 6
4 , 5 0 4

4 1
1 6 , 4 2 5

2 0 0 , 0 0 0 , 0 0 0株
9 3 , 8 4 0 , 3 1 0株

4 , 2 6 2

4 , 9 7 9
1 5 9

1 , 7 0 3
3 , 3 9 6
6 , 7 6 3

8 2 5
7 5 6

1 , 0 2 0
3 6

6 2 2
7 , 5 6 1

2 7

2
2
4

（ 当 　 　 　 期 ） （ 前 　 　 　 期 ）

注記事項 （単位：百万円）
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①リース取引関係

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引

１．リ－ス物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

２．未経過リース料期末残高相当額

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

４．減価償却費相当額の算定方法

リ－ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

５．利息相当額の算定方法

リ－ス料総額とリ－ス物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっております。

オペレ－ティング・リ－ス取引に係る未経過リ－ス料

（当　　期） （前　　期）

取 得 価 額 相 当 額

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

期 末 残 高 相 当 額

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

車 両 運 搬 具

器 具 及 び 備 品

ソ フ ト ウ ェ ア

合 計

6 3 1

7 4 3

1 8 3

1 , 5 5 8

3 5 8

4 3 7

1 0 1

8 9 7

2 7 3

3 0 5

8 2

6 6 0

6 2 6

8 8 8

1 7 9

1 , 6 9 4

3 1 4

4 5 7

8 0

8 5 3

3 1 1

4 3 0

9 8

8 4 1

（当　　期） （前　　期）

１ 年 内

１ 年 超

合 　 計

2 9 7百万円

3 8 4百万円

6 8 2百万円

3 2 1百万円

5 4 3百万円

8 6 4百万円

（当　　期） （前　　期）

支払リ－ス料

減価償却費相当額

支払利息相当額

3 6 2百万円

3 3 5百万円

2 4百万円

3 7 6百万円

3 4 8百万円

3 0百万円

（当　　期） （前　　期）

１ 年 内

１ 年 超

合 　 計

1 2百万円

1 1百万円

2 3百万円

1 1百万円

1 4百万円

2 6百万円
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繰延税金資産及び繰延税金負債の

発生の主な原因別の内訳

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金 限 度 超 過 額

販 売 用 不 動 産 評 価 損

子 会 社 株 式 評 価 損

投 資 不 動 産 評 価 損

退職給付引当金限度超過額

賞 与 引 当 金 限 度 超 過 額

役員退職引当金限度超過額

未 払 事 業 税

その他有価証券評価差額金

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 合 計

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金

繰 延 税 金 負 債 合 計

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

7 5 2

7 3 6

5 1 9

4 2 3

2 7 4

2 0 0

1 4 7

4 4

－

1 1 7

3 , 2 1 5

2 8

2 8

3 , 1 8 7

7 3 0

6 7 3

5 6 6

4 0 9

2 7 6

3 0 9

1 3 7

7 2

2 3 6

1 1 4

3 , 5 2 7

－

－

3 , 5 2 7

（ 当 　 　 期 ） （ 前 　 　 期 ）

②税効果会計

（単位：百万円）

（注）繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前事業年度4 1 . 8 %、当事業年度流動区分は4 1 . 8 %、

固定区分については4 0 . 5 %であります。これにより、繰延税金資産が9 2百万円減少し、当事業年度費用計上された法人

税等の金額が同額増加しております。
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役 員 の 異 動

１．代表取締役の異動（平成15年4月1日付）
中　道　真　蔵 代表取締役会長（前　代表取締役社長）

吉　居　　　亨 代表取締役社長（前　代表取締役副社長）

２．その他役員の異動
(1) 退任予定取締役（平成15年6月27日付） （ 現 担 当 職 務 ）

専務取締役 松　川　武　史 （退任後は、山善綜合サービス株式会社

取締役社長に専任いたします。）

専務取締役 宮　　　光　男 （退任後は、ヤマゼンクリエイト株式会社

取締役社長に専任いたします。）

(2) 退任予定監査役（平成15年6月27日付）

監査役（非常勤） 山　形　定　夫

(3) 昇　格（平成15年5月1日付）

専務取締役 青　木　義　雄 （前　常務取締役　管理本部長）

専務取締役 阪　口　幸　雄 （前　常務取締役　家庭機器担当）

３．執行役員の異動
(1) 新任（平成15年4月1日付） （ 新 担 当 職 務 ）

執行役員 清　木　勝　彦 （経営企画本部長）

執行役員 中　田　　　繞 （九州支社長）

執行役員 佐々井　昭　三 （広島支社長）

(2) 退任予定（平成15年6月27日付）

執行役員 滝　川　雄　吉 （前　広島支社長）

執行役員 福　永　俊　一 （前　九州支社長）

(3) 昇格（平成15年4月1日付）

常務執行役員 木　村　育　英 （管理本部副本部長　兼　審査法務担当　兼　関連事業部長）

（平成 1 4年6月2 7日付予定）


